
会計情報レポート

固定資産の減損会計において、通常は個別財務諸表
上の減損損失の合計額を連結財務諸表においても計上
しますが、連結財務諸表上で減損損失を調整する必要
がある場合、個別財務諸表上と連結財務諸表上で減損
損失の金額が異なることになります。
第6回の本稿では、固定資産の減損会計に関する連
結財務諸表固有の実務論点として、固定資産の帳簿価
額が個別財務諸表上と連結財務諸表上で異なる場合に
おける、連結財務諸表上の減損損失の調整について解
説します。
なお、文中の意見にわたる部分は筆者の私見である
ことをお断りします。

1. 連結財務諸表上の調整の概要
会社が他の会社に対する支配を獲得して子会社とし
た場合、連結財務諸表上、当該子会社の資産及び負債
の全てを支配獲得日の時価により評価して資本連結を
行います。これにより、個別財務諸表と連結財務諸表
で固定資産の帳簿価額に差異が生じる場合があります。
このように、個別と連結で帳簿価額に差異がある固定
資産について、個別財務諸表上で減損損失を計上した
場合、当該減損損失について連結財務諸表上で調整が
必要となります。個別財務諸表上と連結財務諸表上で

どちらが大きいかによって会計処理は異なりますが、
どちらのケースでも個別財務諸表上で計上した減損損
失を連結上の簿価を基準に測定したかのように調整し
ます。
子会社が減損損失を計上した場合には、この連結財
務諸表上の調整が漏れることがないように、それが支
配獲得時に個別上の簿価と連結上の簿価に差異が生じ
ていた固定資産に係る減損損失であるかどうか、子会
社から情報を収集する必要があります。

2. 個別上の簿価＜連結上の簿価のケースの会計処理
支配獲得時に子会社の固定資産に含み益がある場合、
個別上の簿価＜連結上の簿価となります。このように
連結上の簿価の方が上回っている固定資産について、
個別財務諸表上で減損損失を計上した場合には、当該
上回っている部分については回収可能性がないものと
して、連結財務諸表上、追加で減損損失を計上します
（＜図1＞参照）。

3. 個別上の簿価＞連結上の簿価のケースの会計処理
支配獲得時に子会社の固定資産に含み損がある場合、
個別上の簿価＞連結上の簿価となります。このように
連結上の簿価の方が下回っている固定資産について、
個別財務諸表上で減損損失を計上した場合には、当該
差額分の全部又は一部について減損損失を個別財務諸
表上で多く計上しているため、連結財務諸表上で減損
損失を戻すことになります（＜表1＞参照）。
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4. 減損対象が資産グループの場合の論点
個別財務諸表上で資産グループについて減損損失を
計上した場合、子会社の支配獲得時に連結財務諸表上
で識別可能資産として計上した無形資産が当該資産グ
ループに含まれていることがあります。また、個別財
務諸表上で資産グループよりも大きな事業の単位で減
損損失を計上した場合、支配獲得時に連結財務諸表上
で計上したのれんが当該事業に分割されていることが
あります。
このような場合には、個別上の簿価＜連結上の簿価
のケースと同様に、当該無形資産及びのれんについ
て、連結財務諸表上、追加で減損損失を計上すること
になります。
なお、連結財務諸表上で計上した無形資産について
は将来加算一時差異となりますので、当該無形資産に
ついて税効果を認識して繰延税金負債を計上しますが、
のれんについては税効果を認識しません。当該無形資
産について追加で減損損失を計上した際には繰延税金
負債が取り崩されることになりますので、無形資産と
のれんは税効果の影響の分だけ減損による損益影響が
異なることになります。
また、連結財務諸表上の無形資産については子会社
の支配獲得時に全面時価評価法により評価しているた

め、当該無形資産に係る減損損失について非支配株主
持分に配分します。一方、連結財務諸表上で計上したの
れんは親会社持分のみを計上しているため、のれんの
減損損失については非支配株主持分には配分しません。
このため、子会社に非支配株主が存在する場合の無形
資産とのれんは、減損による親会社株主に帰属する当
期純利益への影響が異なることになります（次ページ
＜表2＞参照）。

連結会社相互間で固定資産を取引した場合、未実現
利益については連結財務諸表上消去し、固定資産の帳
簿価額を調整します。このように過年度に未実現利益
を消去した固定資産について、個別財務諸表上で減損
損失を計上した場合、「Ⅱ3.個別上の簿価＞連結上の
簿価のケースの会計処理」と同様の調整を連結財務諸
表において行うことになります。
ただし、未実現利益を消去したのが子会社から親会
社への固定資産の取引（アップストリーム）である場
合には、親会社の固定資産の帳簿価額が連結財務諸表

▶表1　個別上の簿価120、連結上の簿価80のケース

▶図1　個別上の簿価＜連結上の簿価のケース

個別上の簿価（減損前）100

個別上の減損損失 60

回収可能価額 40

連結上の簿価（減損前）120

連結上の減損損失 80

回収可能価額 40

連結上、追加で減損損失20計上

【開始仕訳】 （借）固定資産 20　　（貸）評価差額 20

（借）減損損失 20　　（貸）固定資産 20【連結修正仕訳】

＊　税効果会計は考慮しない。
出典：『こんなときどうする？減損会計の実務詳解Q&A』（中央経済社）から＜図表10-1-1＞を加工

回収可能価額 個別財務諸表上の減損損失 連結財務諸表上の減損損失

90の場合 減損損失30 減損なし→個別財務諸表上の減損損失を全額戻す

70の場合 減損損失50 減損損失10→個別財務諸表上の減損損失を40戻す

Ⅲ　過年度に未実現利益を消去した
　　固定資産の減損
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上で調整されているため、次の点に留意する必要があ
ります。

1. 開示上の留意点
親会社の個別財務諸表上で減損損失を計上した固定
資産について、連結財務諸表上で未実現利益の消去を
行っていた場合、他に子会社で減損損失が計上されな
ければ、開示上、＜表1＞のケースのように個別財務
諸表上の減損損失と連結財務諸表上の減損損失の大小
が逆転して表示されることになります。このような
ケースが生じた場合には、社内外に対してその要因を
説明できるようにしておく必要があります。また、連
結財務諸表における減損損失の注記について、個別財
務諸表における減損損失の注記の金額をそのまま記載
しないよう留意が必要です。

2. 売手側の子会社に非支配株主が存在する場合の留意点
連結財務諸表上で未実現利益の消去を行っていた固
定資産について、親会社の個別財務諸表上で減損損失
を計上した場合、子会社においては未実現利益が実現
したものとして利益となります。
売手側の子会社に非支配株主が存在する場合、連結
財務諸表上の未実現利益の消去について非支配株主持
分に配分しますが、当該未実現利益が親会社の個別財
務諸表上で減損損失を計上したことにより実現した場
合には、同じようにその実現した利益についても非支
配株主持分に配分することになります。このため、未
実現利益の実現だけでなくその非支配株主持分への配
分によっても、親会社株主に帰属する当期純利益への
減損損失の影響が個別財務諸表とは異なることになり
ます（＜図2＞参照）。その影響が重要であれば、対外
的に減損損失について説明する際には留意が必要です。

▶表2　連結財務諸表上で計上したのれんと無形資産の減損処理の比較

資産グループに含まれる資産
税効果の処理と影響

（例：法定実効税率30％）
非支配株主持分の処理と影響

（例：非支配株主持分比率40％）

連結財務諸表上で計上した
のれん（減損損失100）

税効果の処理なし 非支配株主持分の処理なし

当期純利益への影響100 親会社株主に帰属する当期純利益への影響100

連結財務諸表上で計上した
無形資産（減損損失100）

減損処理により無形資産に係る
繰延税金負債を取り崩す

当該無形資産の減損損失及び繰延税金負債の取崩しに係る損益を非支配
株主持分に配分する

当期純利益への影響70
（＝100×（1－30％））

親会社株主に帰属する当期純利益への影響42（＝70×（1－40％））

▶図2　売手側の子会社に非支配株主が存在する場合の減損損失の影響
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＊1　前提条件は、過年度の未実現利益消去額20、当期の減損損失40、非支配株主持分比率40％とする。
＊2　税効果会計は考慮しない。
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